平成26年度第1回　大阪府青少年健全育成審議会　議事概要

■日　時　　平成26年8月27日（水）午前10時～11時30分

■場　所　　大阪府立男女共同参画・青少年センター5階　大会議室2

■出席者　　石橋委員、一村委員、伊藤委員、内海委員、岡本委員、角野委員（会長）、金田委員、木村委員、草島委員、佐々木委員、柴田委員、白井委員、松風委員、杉内委員（代理乾）、鈴木委員、園田委員、手取委員、福田委員、古川委員、宮本委員、矢橋委員、山本委員
（五十音順）
　　　　　　
■内　容
事務局　　ただ今から、平成26年度第1回大阪府青少年健全育成審議会を開催させていただきます。
私は、本日の司会を務めます、大阪府青少年課の田中でございます。どうぞよろしくお願いいたします。委員の皆様方には、大変お忙しいところ、ご出席をいただきまして、ありがとうございます。それでは、開会にあたりまして、室井青少年・地域安全室長から、ご挨拶を申し上げます。

青少年・　おはようございます。大阪府青少年・地域安全室長の室井でございます。大阪府青少年健全育
地域安　成審議会の開催にあたりまして一言ご挨拶を申し上げます。
全室長　　委員の皆様には、お忙しい中ご出席賜りまして誠にありがとうございます。
　　　　　また、日ごろから、青少年施策の推進に多大なるご支援、ご尽力いただいていますことに改めて感謝を申し上げます。
さて、現在、青少年を取り巻く環境には、青少年の健全な育成を阻害する有害な情報や危険が溢れるなど様々な問題が生じています。特に、国際的に深刻な被害が拡がっている児童ポルノでございますが、児童の人権を著しく侵害するものであり、インターネット上に流出すれば、半永久的に消せない恐れもあります。
　本日は、青少年を取り巻く有害な環境の対応として児童ポルノなどの子どもの性的虐待の記録や薬物の使用等を助長する図書類等について、特別部会からご報告をいただきます。この2点につきましては、いずれも平成24年10月に本審議会に諮問をさせていただいております。昨年3月には、審議会特別部会から中間報告をいただいておりましたが、その際、国の法制化の動きを注視するようにご指摘をいただいております。
その後、本年6月でございますが、児童ポルノ法が改正され、わが国では、規制のなかった児童ポルノの所持について、自己の性的好奇心を満たす目的でという一定の制限を設け、罰則が科され児童ポルノの拡散に大きな歯止めがかかりました。
本日は、こうした動きを踏まえ特別部会からご報告をいただきます。特別部会の委員の皆様には、都合7回にわたり様々な観点から精力的にご審議を行っていただきましたことをこの場をお借りして感謝を申し上げます。
　本日は、児童ポルノ法が本年6月に改正されたことを踏まえ、まとめられた報告を特別部会からご説明いただきます。
　審議会委員の皆様には忌憚のないご意見をいただきますようお願い申し上げ、開会に当たりましてのご挨拶とさせていただきます。

事務局　　本審議会委員の総数は27名で、本日、ご出席の委員は21名でございますので、大阪府青少年健全育成審議会規則第5条第2項の規定により、会議は成立しておりますことをご報告申し上げます。
本日の配布資料は、次第、審議会規則、審議会委員名簿、配席表、青少年健全育成条例パンフレット、資料1（青少年を取り巻く有害環境への対応に係る報告書）、資料2（「児童ポルノ」と「子どもの性的虐待の記録」の対象範囲）、資料3(大阪府青少年健全育成審議会特別部会の審議状況について（平成25年3月26日中間報告）)、資料4（諮問書）、資料5（児童買春、児童ポルノに係る行為等の規制及び処罰並びに児童の保護等に関する法律）、をお配りさせていただいております。また、本日の審議会資料の他に、伊藤委員が所属されております日本フランチャイズチェーン協会から青少年を取り巻く環境の健全化等の観点からの参考資料として「平成25年度版コンビニエンスストアセーフティステーション活動リポート」をお配りしております。
　資料等は、おそろいでしょうか。
本来でございましたら、この場で、本日出席の委員の皆様のご紹介をさせていただくところですが、お手元にお配りしております委員名簿及び配席表にて、ご紹介は省略させていただきます。
　それでは、次第によりまして議事を進行してまいりたいと存じます。会長が選任されるまでの間は、青少年課長の清水が進行させていただきます。

青少年　　青少年課長の清水でございます。
課長　　　会長が選任されるまでの間の進行を務めさせていただきます。
議題（1）の本審議会の会長の選任でございますが、会長は、審議会規則第4条第1項の規定
により、互選によりこれを定めることになっております。お手元に委員名簿をお配りしておりますが、どなたか会長のご推薦につきましてございますか。

委　員　　前会長と同じ教育分野の識見を有し、広く青少年問題にも造詣が深い、角野委員にお願いして
はどうでしょうか。

青少年　　ただ今、角野委員を会長にとのご意見をいただきました。いかがいたしましょう。
課長

全委員　　異議なし

青少年　　異議なしということでございますので、角野委員に会長をお願いしたいと存じます。
課長　　では、審議会規則第5条第1項の規定により、会長が議長を務めていただくこととなっておりますので、以降につきましては、角野会長に議事の進行をお願いしたいと存じます。
それでは、角野会長よろしくお願いいたします。

会　長　　皆さんこんにちは。関西外国語大学の角野でございます。専門は教育学で青少年の育成に関する内容を指導しております。
まず、委員改選後、最初の審議でございますので、皆様のご協力をいただきながら、円滑に中身のある審議会として運営していきたいと思いますのでよろしくお願いします。
それでは、議題（2）の会長代理、部会長及び部会に属する委員の指名に移りたいと思います。
会長代理については、審議会規則第4条第3項の規定により会長が指名することとなっておりま
す。会長代理につきましては、これまで長きにわたって、本審議会を支えていただいている園田委員に引き続きお願いしたいと思いますが、園田委員よろしいでしょうか。

委　員　　はい。

会　長　　ありがとうございます。次に、常設部会に属していただく委員について、審議会規則第6条第3項に基づき、審議事項に係る専門的な分野からご意見をいただくという観点から、私から指名させていただきます。
まず、第1部会委員は、有害図書類の指定に関する事項を審議していただきますので、学識経験者からは、精神医学、メディアリテラシー、福祉、刑法、教育の専門分野から、関係業界からは、図書類を発行、販売されている団体から、青少年関係団体からは、保護者の代表として、そしてまた、公募委員のご意見をいただきたいと思いますので、学識経験者から、柴田真理子委員、手取義宏委員、松風勝代委員、園田寿委員と私、関係業界団体から、金田喜徳郎委員、伊藤廣幸委員、青少年関係団体から、佐々木一智委員、一般公募から、岡本寛史委員にお願いしたいと存じます。
次に、第2部会委員は、有害がん具刃物類の指定に関する事項を審議していただきますので、
学識経験者からは、犯罪心理、法律、教育の専門分野から、関係業界からは、がん具刃物類を取り扱っておられる団体から、青少年関係団体からは、青少年育成団体からのご意見をいただきたいと思いますので、学識経験者から、白井利明委員、山本香織委員と私、関係業界から、辻元達雄委員、青少年関係団体から､石橋寿恵夫委員にお願いしたいと存じます。
また、第3部会委員は、子どもの性的虐待の記録に関する事項を審議していただきますので､
学識経験者からは、メディアリテラシー、福祉、刑法、法律、教育の専門分野から、関係業界からは、出版・販売されている団体及び電気通信事業者として青少年の携帯利用環境整備に取り組まれている団体からのご意見をいただきたいと思いますので、学識経験者から、手取義宏委員、松風勝代委員、園田寿委員、山本香織委員と私、出版、販売されている関係業界から、金田喜徳郎委員、渡辺桂志委員、電気通信事業者から、矢橋康雄委員にお願いしたいと存じます。
なお、特別部会は、8月6日に開催しましたが、学識経験者から福祉、刑法、法律、教育の専門分野から松風勝代委員、園田寿委員、山本香織委員と私。臨時委員として、インターネット環境整備の観点から、桑子博行委員、憲法の観点から、曽我部真裕委員に属していただいております。
府議会議員の方々には、大所高所の観点から総会でご審議していただきますので、個々の部会には入っていただいておりません。よろしくお願いいたします。
次にそれぞれの部会の部会長でございますが、第1部会長を手取委員に、第2部会長を山本委員に、第3部会長を園田委員に、お願いいたします。また、特別部会長は園田委員にお願いしております。ただ今、指名させていただきました委員の方々には、各部会の適正かつ円滑な運営に御協力いただきますよう、よろしくお願いいたします。
　　　　　それでは、議題（3）に入らせていただきます。平成24年10月31日に知事から、「青少年を取り巻く有害環境への対応」について、諮問を受けました。
諮問内容について専門的、法的見地から検討するため、特別部会を設置し、検討を進めていただきましたが、本日は、特別部会報告書をもとに、当審議会としての答申をまとめたいと思います。それでは、早速、特別部会の園田部会長からご説明をお願いいたします。

部会長　　特別部会の部会長を務めさせていただいております園田です。特別部会での審議内容、それをとりまとめた報告書について簡単に要点をご説明させていただきます。資料5をご覧ください。
児童ポルノ禁止法の条文が記載されています。児童ポルノ法や児童ポルノ禁止法といわれている法律ですが、平成11年に成立した法律で、その附則に3年ごとに見直しとなっており、2004年と今年6月に大きな改正がありました。児童ポルノ法は、児童に対する性的虐待、搾取を防止して、児童を保護することが法の目的ですが、制定の当初から児童ポルノの定義について議論がありました。それは、法律の定義規定で第2条ですが、法律は児童ポルノを3種類用意しています。それぞれ1号ポルノ、2号ポルノ、3号ポルノと呼ばれているのですが、1号ポルノは、児童による性交又は性交類似行為を記録したものです。2号ポルノは児童が他人の性器を触ったり、児童の性器を触ったりする映像・画像です。ただし、性欲を興奮・刺激するものという要件が付いています。3号ポルノは、衣服の全部、一部を着けない児童の姿態であって、下線部分が今回6月に改正された部分で、殊更に、児童の性的な部位が露出され、強調されているものでかつ、性欲を興奮させ、刺激するものといった要件になっています。
　　　　　1号の場合、児童による性交又は性交類似行為で誰が見ても異常な画像であって、それ自体児童ポルノであるということについて異論はないと思います。ところが、2号、3号の中には、性欲を興奮させ又は刺激するものという要件が追加されています。この性欲というのは、誰の性欲かといいますと一般人の性欲です。
世の中には、ぺドファイルといいまして、思春期の子どもにしか性欲を感じないという異常性欲者がいます。実際には、2歳児や3歳児、ひどいケースは0歳児に対して強制わいせつを行って、それをビデオ等で記録するといった事例があります。乳幼児に対する強制わいせつは実際にあります。
ところが、性欲は一般人が基準です。国会の審議の過程でも確認されていますし、政府関係者や立法者の注釈書でも確認されております。皆さんのご家庭には子どもの小さい頃の裸の写真が必ずあると思います。一般人基準にしないと、そういうものも児童ポルノになってしまうという議論があってこの要件が追加されています。しかし、この一般人基準では、2歳児、3歳児などの乳幼児に対して、強制わいせつをして、それを記録するということは、児童ポルノの対象から外れるのです。つまり、2歳児、3歳児などの乳幼児の裸は、普通の感覚を持っている大人は、性的に興奮しないのです。そのような要件があるために、現実にはそのような事案があっても検察はそれを立件しないと聞いています。
　　　　　そういう点について、現行の児童ポルノ禁止法は問題があるのではないかということが平成11年の立法当時から既に議論されていました。
　　　　　そこで、報告書に戻りますが、大阪府では、平成23年3月に子どもの性的虐待の記録という新たな考え方を条例に導入しております。児童ポルノは、画像を見る人がどのように考えるのかという問題ではなくて、それを見て大人が性的に興奮するかどうかそういうことで児童ポルノかどうか決まっているわけです。要件ですから見る人が性的に興奮しなければ児童ポルノではないわけです。そういう見る人の主観、感情によって児童ポルノかどうかが決まるというような立場であるけれども、児童の保護にとってこれは不備ではないのかということで、大阪府では子どもの性的虐待の記録という概念を新たに作って条例を改正しました。この性的虐待の記録は客観的に見て子どもに対して、例えば、強制わいせつや強姦などの性的虐待行為が行われていて、それが写真やビデオなどに記録されているものは、無条件で禁止しましょうという趣旨です。それを見た人がどのように感じるのかは関係ないのです。要するに子どもに対して虐待を行うということだけでも非常に重大な犯罪行為であるのに、さらにそれを写真やビデオなどに記録してその性被害を恒久化する、そこに悪質なものがあります。そういうものを禁止しましょうというのが大阪府の条例の基本的な立場です。そういうことで、平成23年に条例改正をしたわけです。
　　　　　それから、もう一つは薬物の問題であります。以前は脱法ドラッグと呼んでいましたが、つい最近危険ドラッグに名称が変わりました。
　　　　　薬物の問題ですが、最近は、危険ドラッグなどを吸って交通事故など犯罪行為、事故を起こすという事案が多々ありますので、それに対してどうするのかということが社会全体の大きな課題になっています。
　　　　大阪府では、平成24年に大阪府薬物の濫用の防止に関する条例が制定・成立しまして、薬物の使用等を助長する図書類等を青少年が府内の書店等を通じて購入できる状況にありますのでこれに対する取扱いをどうするのかが大阪府として問題になっていました。
　　　　平成24年10月に大阪府知事から本審議会に一つは児童ポルノに関して、性的虐待の記録に関して規制を強化すべきかどうかという諮問、もう一つは、薬物の使用等を助長する図書類等への対応策について知事から諮問を受けました。
　　　　これを受けて、7回の特別部会を開催し審議を行いました。平成25年の3月に一旦、中間報告ということで報告書をまとめさせていただき、審議会に報告しました。その後、国で児童ポルノ禁止法について、いわゆる単純所持を処罰すべきではないのかという議論がかなり現実化してきました。単純所持の処罰は、立法当時から処罰すべきであるという意見が強かったのですが、当時は、将来の課題にするということで、検討課題ということにされて、政府で検討を重ねていたわけです。今年になってそれが現実化し、結果的に6月に児童ポルノ法が改正されて単純所持の処罰ということでそれが立法化されました。法律で単純所持を処罰することから当然大阪府との条例の整合性が問題になってきます。中間報告では、国の動きを見て大阪府として態度決定することで中間報告させていただきました。その後、国法レベルでの改正が実現しました。それを受けて最終の報告書をまとめさせていただきました。
　　　　児童ポルノ法の改正ですが、どういう点が改正されたのかといいますと、これまでは他人に提供する目的で製造したり所持したりする、それから自ら児童に対して働きかけを行って児童ポルノを製造する。これは提供目的でない場合であっても働きかけを行って児童ポルノを製造する。というのは、2004年の改正で処罰されていたのですが、今回は、単純所持について、全て禁止するという改正が実現しました。
　　　　具体的には、児童ポルノ法の三条の二で、何人も、児童買春をし、又はみだりに児童ポルノを所持し、若しくは第二条第三項各号のいずれかに掲げる児童の姿態を視覚により認識することができる方法により描写した情報を記録した電磁的記録を保管することその他児童に対する性的搾取又は性的虐待に係る行為をしてはならないということで、一切どんな人であっても児童ポルノをみだりに持ってはいけない、こういうことで一切所持を禁止しています。ただし、三条の二について罰則はありません。これは所持してはいけないという宣言的な意味です。
　　　　それから、七条一項の下線部分ですが、今回新たに追加された条文です。自己の性的好奇心を満たす目的で、児童ポルノを所持した者。所持した者というのは、例えば、他人から送りつけられて自分では持つつもりはなかったのに知らぬ間にパソコンに入っていたという事例もありますので、そのような冤罪を防ぐためにカッコの中があるわけです。自己の意思に基づいて所持するに至った者であり、かつ、当該者であることが明らかに認められる者に限るということで冤罪を防止する趣旨でカッコ書きがあります。自己の性的好奇心を満たす目的で、児童ポルノを所持した者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処するとなっています。また、電磁的記録であるコンピュータのデータを所持している者も同じです。こういう趣旨の規定であります。
　　　　それから、今回追加されましたのは、七条の五項です。前二項に規定するもののほか、ひそかに第二条第三項各号のいずれかに掲げる児童の姿態を写真、電磁的記録に係る記録媒体その他の物に描写することにより、当該児童に係る児童ポルノを製造した者も、第二項と同様とする。これは、従来いわゆる盗撮については処罰できなかったのです。従来からあったのは、四項で前項に規定するもののほか、児童に第二条第三項各号のいずれかに掲げる姿態をとらせ、これを写真等に記録した者は、二項と同様に処罰する。これは単純製造罪と呼ばれていまして、今問題になっているのは、例えば、LINEなどで大人が中学生や高校生と一対一で繋がって、その相手の中学生や高校生に裸の写真を送ってほしいと言って、その女の子が胸の写真や裸の写真を送るという形で児童ポルノを製造する。これは四項で処罰されるわけです。それは犯罪行為として処罰されてきたわけですが、例えば、銭湯でタオルの中にビデオカメラを隠し、また洗面器の中にビデオカメラを隠して銭湯の中で盗撮する事案が結構あります。大阪府では概ね10歳程度までは混浴を可とする規定があります。10歳というと小学4年生ぐらいですので4年生までの女の子はお父さんと一緒に男湯に入ってよいわけです。それをひそかに撮ってDVDなどに複写して販売、所持する事件がよくあります。今まではこのような事件を処罰するのは難しかったのです。というのは、先ほどの四項では児童に第二条第三項各号の姿態をとらせるという要件になっていますので例えばLINEや携帯電話でパンツを脱ぎなさいとか足をひろげなさいと言ってそういう姿態をとらせて作成する行為が処罰されたわけです。盗撮はその部分がありませんので、これを児童ポルノ製造罪で処罰することができなかったのです。それで、盗撮によるこの規定を追加したのです。だから例えば、今後は、更衣室などにカメラを隠して撮るとか、トイレにカメラを仕込んで撮影することが、五項で処罰できるようになったのです。
　　　　それと、インターネットについての拡散防止ですが、インターネットは、いったん流通すると実際には消すことが不可能です。拡散防止としてプロバイダーの責任が追加されました。
　　　　それから、被写体になった児童の保護、ケアの問題ですが、これについて制度を充実する、強化する改正が盛り込まれました。これが今回の6月の改正ですが、問題は、このような形で単純所持の禁止をはじめ、児童ポルノ法が改正されて強化されたということと条例の関係がどうなるのかということです。一般論でいいますと、条例の上位に法律があります。一番トップは憲法、次に、法律、条例というピラミッド型になっています。上位の規定で規制しているものを下位の条例で規制している部分については無効になります。上位のものと矛盾する規定は、これも無効になります。このようなピラミッド型の階層型の法体系となっているわけですが、その点で、今回の改正と条例の整合性をどう考えるのかということを特別部会で議論をいたしました。
　　　　まず、3ページで条例制定権の整理ということで、自治体が独自に条例で規制することは可能です。法律論的にも可能ですし、法律にもそういう規定があります。
それから保護法益の整理ですが、保護法益というのは、刑罰で保護しようとする利益です。例えば、殺人罪という犯罪類型を設けることによって、人の生命を保護しているわけで、殺人罪の保護法益は人の生命になります。児童ポルノ法で、こういう処罰規定を設けてどういう利益を保護しているのか、そこに法律と条例の整合性があるかという検討を行ったわけです。
児童ポルノ法の保護法益というのは、基本的には被写体になった児童の保護ということになります。例えば、成人のポルノというのは、社会の善良な性的な風俗が保護法益になります。つまり成人の場合は同意能力があって、同意してポルノに出ているわけですから、何が侵害されるかというと社会の性風俗が侵害されることで社会的法益に対する罪という位置づけになっています。ところが児童ポルノの場合、成人のポルノと一番違うのは、製作過程において児童が関与させられているということです。児童ポルノの場合は必ず児童に対して性的な行為が行われてそれが記録されています。これが成人のポルノと児童のポルノの大きな違いです。だから法律もまず、児童ポルノの保護法益は何かというと被写体になった児童の保護なのです。それからもう一つは、法律は、児童ポルノが広く流通しますと児童に対して児童を性の対象とするような誤った考え方が広まる可能性があるということで社会的な利益、社会的な法益、秩序これも二次的な法益として法律は押えております。
それから他方で、大阪府の青少年健全育成条例は、青少年が健全に育つことができるような環境整備をするというのが条例の基本的な目的です。だから基本的には社会的法益なのですが条例の中には淫行罪というのがあります。これはみだりに児童と性的な関係をもつということを淫行罪として処罰しているわけですが、それは直接には子どもを守るそういう観点を条例の中には存在しています。これは個人的法益です。ですから、条例の子どもの性的虐待の記録の禁止ということは個人的な法益が全面的に出てくる部分で、そういう観点では法律と条例は大きな違いはないと理解できるわけです。
それから、定義の問題ですが児童ポルノ法では6月にとくに3号ポルノが改正されまして、従来は衣服の全部又は一部を着けない児童の姿態であって、性欲を興奮、刺激するものということであったのですが、単純所持を禁止するということから対象となる児童ポルノについて定義を明確にするべきではないか、例えば、衣服の全部、一部を着けない児童の姿態であって、その児童というのは18歳未満ですから、例えば高校生のセミヌードみたいなものを所持しているだけで1年以下の懲役になるのかという議論がありまして、持ってはいけないものをはっきりすべきではないかというような議論がありまして、殊更に児童の性的な部位が露出、強調されているものという要件が加わりました。だから、例えば、とくに性器等が直接見えなくても、そういうものを強調している構図やそういう行動をとらせている、あるいは写真全体で、胸をアップで写しているとか股間に焦点を合わしている、臀部をアップで写しているあるいは全体として悩殺的なポーズをとらせているものも児童ポルノになりうるということです。殊更、露出、強調されているものを児童ポルノとして禁止し、それを単に所持しているだけで1年以下の懲役の罰則を科しましょうという趣旨です。ただ、性欲を興奮、刺激する要件がありますので、そこから漏れるものは実際にあるわけです。詳細は省略しますが、実際の裁判では、あえてそういうものを検事のほうで立件しない事件も結構あります。
そこで、大阪府と比較しますと、大阪府の場合は誰が見てどう感じるかという問題ではなくてそこに子どもが性的虐待を受けた事実があるのかどうか、そういう観点から規制していますので、具体的には、着衣の上からわいせつ行為を記録した記録物、着衣の上から例えば胸を触っているとか股間に手を置いているなど、また、水着や下着等を着用した状態で陰部・臀部を強調した姿態をとらせるそういう表現をしたもの、この部分は法律とかぶるようですけれども法律は、それを見て性的に興奮するかどうか見た人が興奮するかどうかが要件になっています。大阪府はそれがありませんので、例えば、1歳児、2歳児であっても性器を直接写している、アップで写している場合は禁止の対象になります。ところが、児童ポルノ法では禁止の対象になるかどうかというと非常に難しいという問題があります。そのあたりで大阪府の条例と考え方が根本的に違うということがあります。それから、法律ではインターネット対策についてプロバイダーに対する責務や拡散防止措置を規定しています。インターネットというのは、文字通りインターという国境を超えるということでグローバルなメディアですからこれを大阪府だけでなんとか規制するというのはそもそもインターネットというメディアの性質上難しいのではないかということで大阪府としては関係諸機関と連携していわゆるフィルタリングサービスの利用促進や情報リテラシ－の向上に向けた取組みを進めるべきではないかと考えるわけです。フィルタリングというのは、かなり一般化していますが子どもに見せてはいけないものとか一般に禁じられるようなものについてはフィルターを設定して画面に表示できなくする技術的な仕組みです。そういうものを普及することはよいのではないかと考えています。
そういうことをいろいろ議論しまして、結果的にまとめにありますように条例で性的虐待の記録について、それを所持するということについて、罰則を設けることが適当かどうかという議論を行ったわけです。それについては、運用上の混乱を避けるために、大阪府独自の「子どもの性的虐待の記録」を放棄して、現在全国一律に運用されている児童ポルノ法の定義に準拠せざるを得ないわけです。というのは、「子どもの性的虐待の記録」というのは罰則を科す場合は対象の明確性が要求されるわけですけれども写真からそういうものが明確に認識できるかどうかという点についてやや不明確な部分がありますので、罰則を科す場合には、国と同じような基準にせざるを得ない部分があるという認識に至りました。
それから、大阪府という一地域の条例で規制を行っても、それが製造・販売側に負のインセンティブを与えて、膨大な流通を抑制する効果は限定的なものしか期待できないのではないか、また、府民が取得した記録物の被写体が大阪府内の子どもである可能性も低いことから、条例は大阪府の子どもを守ることが直接の目的ですのでそういうことを禁止して処罰しても効果が疑問ではないかという結論に至りました。
まとめの5ページ読ませていただきます。
今回、児童ポルノ法が改正されたことにより、いわゆる三号ポルノの定義の明確化、単純所持の禁止、自己の性的好奇心を満たす目的での所持に対する罰則規定が盛り込まれて、児童ポルノ事犯の犯罪被害等に遭う児童の減少、歯止めがかからなかった流通・拡散防止に関して、大きな効果が期待される。
大阪府では、児童ポルノなどの「子どもの性的虐待の記録」の所持や提供等の行為が児童の心身の成長に重大な影響を与えることに鑑み、国と一体となって、児童が児童ポルノ事犯等の犯罪被害に遭わないよう未然防止のため啓発に努めるべきである。
条例第39条の規定については、児童ポルノの定義の対象とならない被写体となる子どもも幅広く守るという観点から、つまり、法の保護から漏れるケースがあるという認識に立って子どもを広く守るという観点からこの新たな概念を打ち立てた経緯に鑑みて、現行規定を存置して、引き続き、何人も「子どもの性的虐待の記録」を所持しないよう、普及・啓発に努めるべきである。こういう結論に至りました。以上が児童ポルノ、子どもの性的虐待の記録についての議論の内容です。
次に薬物の問題ですが、危険ドラッグ、図書類の扱いですが具体的な数字や対策の状況は割愛させていただきます。平成25年3月現在、全国19都府県が43種の本うち22種は絶版になっていますが有害図書指定しています。大阪府においてもこういうものを有害図書指定すべきかどうかということが問題になったわけです。実際に書店の聞き取り調査を行いましたが、外見上18歳未満の少年と判断できる者がこういう図書類を買っていることはほとんどないということが確認されました。最近はネットで通販というものがありますので、実際にそういうところで本を買うというよりも通販で買うということが結構あるのではないかと個人的には思います。実際に本屋でそういうものを買うというケースはほとんど確認されませんでした。そこで、危険ドラッグの吸い方とか扱い方などを解説した本というのは実際あるわけですが、そういうものを有害図書に指定する必要性があるかどうかということです。有害指定、図書指定というのは表現の自由や出版の自由に関わる問題でもあります。一般論としていえば、表現の自由、出版の自由は民主主義国家で最も重要な権利の一つです。一番大事なのは、情報の自由な流通が保障されて、その上にいろいろな仕組みが乗っかって構築されるということが民主主義国家の理想的なあり方なので、この根底である情報の自由な流通について制約を課すという場合は、それなりの理由が必要であると一般的には考えられています。今回の危険ドラッグを扱った本については、そこまでの必要性があるのかどうか、表現の自由、出版の自由を犠牲にして制約してまでも青少年の健全育成に資する何かがあるのかどうかということになりますが、いろいろ議論しました結果、青少年に対して閲覧させない等の必要性がそれほど高くないのではないか、販売実績はほとんどありませんし、そういう危険ドラッグの本を読んで青少年がどうこうなるということもあまりないようですので、むやみに有害図書指定することによって表現規制を行うべきではないという結論に至りました。
それから、ネット対策ですが、大阪府だけでネット対策として実施していくことは非現実的なことでありまして、基本的には、フィルタリングサービスの利用促進や情報リテラシー教育の充実について、関係機関と連携して今後も進めていくべきであると考えております。
まとめですが、読ませていただきます。今回、議論の対象となっている図書については、犯罪誘発と図書との因果関係が不明なこと、青少年がほとんど購入していないこと、危険ドラッグに対する国、大阪府の規制の強化等の実態を踏まえると、現時点では薬物の使用等を助長する図書類を有害図書指定し、憲法上保障されるべき表現の自由を制約することは適当ではない。
しかしながら、今般、危険ドラッグの使用が原因と見られる事故が全国で多発しており、国は、実態把握の徹底と啓発強化、指定薬物の迅速な指定と犯罪取締りの徹底、規制のあり方の見直しを柱とする緊急対策を決定し、乱用根絶を目指すとしている。とりわけ緊急対策の内、危険ドラッグに規制対象の物質が含まれる疑いがあれば、販売店に検査を受けるよう命令し、販売を停止させる措置は、薬物指定の迅速化につながることが期待される。
また、大阪府では、青少年にとどまらず薬物の乱用を防止するため、国・府・市等関係機関で大阪府麻薬覚せい剤等対策本部を組織し、啓発対策、依存症者対策、取締対策を推進するとともに、危険ドラッグ店周辺における見守り活動の実施など、青少年を薬物に近づけないための活動協力を青少年指導員に要請している。
青少年についても、興味本位で危険ドラッグに手を出す可能性は否定できないことから、府民全般に対するこれら薬物の心身に及ぼす影響を正しく理解させる取組み等を通じて、今後一層、青少年を危険ドラッグに近づけない取組みを進めるべきである。以上が報告書の中身です。以上で説明を終わらせていただきます。もし何かご質問等がありましたらお答えしたいと思います。

会　長　　ありがとうございました。大変詳細なご説明でよくわかりました。この中では2点の審議事項がございます。まず、1点目は、「子どもの性的虐待の記録への新たな対応」について、2点目は、「薬物の使用等を助長する図書類等への対応」についてです。まず、前半の「子どもの性的虐待の記録への新たな対応」につきまして、皆さんからご質問あるいはご意見を頂きたいと存じますのでよろしくお願いいたします。挙手をお願いいたします。

委　員　　児童ポルノの本のことでは、単純所持が禁止されたということですが、現在、所持している人もいると思います。書店や専門店で売っている写真集などには、学生服を着たモデルさんがいるのですが、実際に制服を着ているだけであって本当は18歳を超えているかもしれない場合があると思います。その場合は処罰されることになるのでしょうか。

部会長　　児童ポルノは、18歳未満の児童を被写体とした記録物と限定していますので、被写体が18歳以上である場合、児童ポルノではなくなります。だから、例えば、成人女性がセーラー服を着ているような記録物は、児童ポルノではないのです。考え方としては二つあります。児童を性の対象としているような表現をすべて児童ポルノとする考え方です。これはカナダとか北欧の国ではそういう考え方を強くもっています。そういう所からみると日本のいわゆるアダルトビデオは児童ポルノに見えてしまいます。日本の場合はそういう立場はとらずに実際の児童、18歳未満のものに対して性的虐待を行っているかどうかそこを基準にしています。ちなみに、単純所持の1年以下の懲役は、今年の7月15日から改正法が施行されていますが、この罰則部分については1年間の猶予がありまして、罰則が適用されるのは、来年の7月15日からです。今、所持している人はその間に廃棄しなさいということです。ただ、問題は、廃棄したかどうかの証明は難しいです。実際には児童ポルノのマーケットがありまして、そこに購入の履歴が残っているのです。購入者名簿みたいなものがあって、そういうものに基づいて警察は捜査しているわけです。だから廃棄しましたといってもそういう名簿に名前が残っている以上は捜索される可能性はあります。一番の問題は、廃棄しましたと証明できないことです。ちなみに京都府もこれよりもだいぶ前に児童ポルノの単純所持は処罰しているのです。

委　員　　業者ではなくて一般人が本を買う場合は、名前を書いたり住所を書いたりしないと思います。誰が購入したのかというのは防犯カメラがない限りわからないと思うのですが、そのあたりはいかがですか。

部会長　　それは、わからないですよ。しかし何かの時にそれが発見される可能性も無きにしもあらずで
　例えば、なにか別の犯罪で家宅捜査が行われた時にそれがあったとかそういうケースです。私は個人的には単純所持は反対しているのですが、よく話題になるのは、宮沢りえさんの「Santa Fe」という写真集があるのですが、あれは、今から20、30年ぐらい前の写真集ですが、堂々と本屋さんで数多く売っていました。ところが、宮沢りえさんが18歳になるかならない時に撮影されているようなので児童ポルノであるという議論がありました。「Santa Fe」を持っている人は廃棄しないといけないです。一説によると18歳になっていたという説もありますが。他方、川上麻衣子さんという女優さんの写真集もあります。それは明らかに17歳の時の写真で本屋さんで堂々と売っていたわけです。そういうものを持っているだけで1年以下の懲役です。これは写真だけではなくてパソコンの中にそのような画像があれば1年以下の懲役になります。それから、私が懸念していますのは、三条の二で何人も持ってはいけないということで罰則はないけれども、この「何人も」の中には、例えば、大手の出版社とか流通に携わる人、書店そういうものも当然入ってきます。そうすると例えば大手の新聞社なんかで、先ほどの「Santa Fe」なんかの広告を載せている場合、児童ポルノになりかねないのです。それから出版社なんかで絶版になっているけれども、在庫としてある場合も対象になります。これは、大変なことになるのではないかと思います。個人的には法律自体が問題であると思います。これは個人の意見です。部会の意見ではありません。

委　員　　所持しているだけで1年以下の懲役と100万円以下の罰金になりますと、恐らく所持している人たちは古書店ですね、ブックオフとか買い取りできる店へ持っていくと思うのですが、その場合はどうお考えでしょうか。

部会長　　これは、販売・提供罪というのがありますから、七条の二項で児童ポルノを提供した者は、三
　年以下の懲役となっています。提供というのは有償・無償は関係ありません。有償で売るとか無償であげる場合はこれにあたりますし、不特定多数の場合は、六項で児童ポルノを不特定若しくは多数の者に提供し、又は公然と陳列した者は、五年以下の懲役になります。ブックオフに持って行って売ると3年以下の懲役になります。

委　員　　　猶予期間の間でもですか。

部会長　　　猶予期間はありません。今も有効です。

会　長　　学校教育であるとか青少年の犯罪などそのような観点とも関わってきますので、このあたりで、何かご意見ございませんか。

委　員　　　危険ドラッグにつきましては、最近、府警でも取締を強化しているところです。過去から薬物は覚せい剤とかですね。身近な問題ではシンナーがありますが、これは、教育委員会との連携で長い間、薬物乱用防止教育をやってきました。例えばシンナーについては昨年検挙が1件でした。今年はまだゼロです。すぐには効果でませんが先ほど話をされていた委員の情報リテラシーとかフィルタリングなど息の長い施策をしっかり続けていくことが10年後、20年後に成果がでるものだと思います。危険ドラッグにつきましてもできることは、先ほどのフィルタリングだとかの施策の中でインターネット関係をしっかり予防していくことが重要ではないかと思っています。

委　員　　　子どもの育成ということを中心に活動をさせていただいていますが、児童ポルノの所持についての罰則の話ですが、存在するから所持するのですね。製造する側を取り締まることや製造してはいけないというような規定をつくることなどそういう方法ではなかなか考えられないのでしょうか。この表現の自由とかその辺のからみがあるのかなとは思いますが明らかに表現の自由ではない、それを逸脱したものがいわゆる児童ポルノと呼ばれているものなのかなと思いますので、そのあたりをお聞かせください。

部会長　　　もちろん仰せのとおりです。製造する側は、既に最初から重く処罰されています。先程の　　条文の七条をご覧ください。例えば七条の三項で、児童ポルノを製造し、所持し、運搬し、本邦に輸入し、本邦から輸出した者も、同項と同様とするということで、この場合は3年以下の懲役になります。それから、不特定多数の場合、不特定多数に配布する目的で児童ポルノを製造、所持、運搬、輸入、輸出したものも処罰されて、5年以下の懲役になります。だから製造行為自体については非常に重く処罰されています。今までは買うという行為について一切処罰はなかったのです。この部分を新たに処罰したということです。

委　員　　　重く処罰しているけれども、なかなかなくならないという現実があるということですね。

委　員　　　児童ポルノのことですが、児童ポルノというのは、18歳未満の人が被写体になった写真又は動画等だと思うのですが、まんがはいかがですか。かなりわいせつなまんがも多数出回っているのを知っているのですが、これは処罰の対象にはならないのですか。

部会長　　　先程も言いましたように児童ポルノというのは、18歳未満の児童に対して性的虐待を行ってそれを記録したものが児童ポルノですから、まんがとかコミックとかアニメとかいうのはどこにも18歳未満の児童に対して虐待が行われていないので、児童ポルノ法の規制対象ではありません。あまりにも性表現がひどいという場合は、刑法上のわいせつ図画、175条でわいせつ図画公然陳列、販売とか有償譲渡などそういうところで規制されます。児童ポルノとしては規制されないということです。

委　員　　　質問というわけではないのですが、学校現場、私は高校ですが、現状を申し上げますと高校は、学警連絡会があって、学校と警察が連携し情報提供していただいているわけですが、高校生の身近に危険ドラッグが迫ってきております。高校では薬物に関して申しますと保健の授業が中心となっています。やはり学校の中で特別活動、例えば学年行事など保健の授業以外で特別活動として取り上げ、高校生自身の身近な問題としてしっかりと認識をさせる自己防衛能力をつけるということが学校教育のなかでも必要なことなのではないかなと。それから危険ドラッグについても法律が改正され、危険ドラッグに手を出さないような形で法律も変わりつつあるという現状も含めて高校生がしっかりと勉強する、認識をもつということがこれから大事なことかなと思います。

[bookmark: _GoBack]会　長　　　ありがとうございます。子どもたちが当然被害者にも加害者にもならないという観点から様々な取組みが求められていますし、私は大学で生徒指導を教えていますが、薬物被害防止教室には全員の子が参加しており、知識もしっかり持っていますのでこれまでの取り組みの成果かなと思っております。
　　　　　　皆様方からのご意見をいくつかの観点からいただきました。ご意見も出尽くしたと思いますので当審議会としての結論をまとめたいと思います。先程ご報告がありましたまとめの方向性これにつきまして当審議会の答申の方向性としたいと思っておりますが、これでよろしいでしょうか。

全委員　　　異議なし

会　長　　　ありがとうございます。それではそのようにさせていただきたいと思います。以上で本日の審議は終了いたします。事務局にお返ししたいと思います。

事務局　　　角野会長、長時間、議事を進行いただき、ありがとうございました。それでは、これをもちまして、平成２６年度第１回大阪府青少年健全育成審議会を終了させていただきます。委員の皆様には、長時間にわたりご審議いただきありがとうございました。
なお、次回の審議会総会は、11月上旬を予定しています。議題は本年2月にも審議いただいた現在策定中の「子ども総合計画」についてです。改めて日程調整をさせていただきますので、よろしくお願いいたします。
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